
 

 改正の概要について 

 

 目的外利用等の際の利用停止請求権 

① 利用停止の請求 

ア 違反して収集されているとき 消去 

イ 違反して利用されているとき 利用の停止 

ウ 違反して提供されているとき 提供の停止 

エ 利用停止請求は、開示を受けた日から９０日以内でしなければならない。 

② 利用停止請求の手続 

 次に揚げる事項を記載した請求書（規則で規定）の提出しなければならない。 

ア 氏名及び住所 

イ 開示を受けた日その他個人情報を特定するための必要な事項 

ウ 趣旨及び理由 

エ その他規則で定める事項 

③ 個人情報の利用停止義務 

ア 利用停止請求に理由があると認めるときは、利用停止をしなければならない。 

イ 適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、この限りでな

い。 

④ 利用停止請求に対する決定等 

 利用停止請求があった日から３０日以内に利用停止するか否かの決定をしなけ

ればならない。 

 罰則 

① 対象者 

ア 実施機関の職員若しくは職員であった人 

イ 委託の事務に従事している者若しくは従事していた人 

② 対象事由及び量刑 

ア 正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された個人情報を含む

情報の集合物であって、一定の事務の目的を達成するために特定の個人情報を電

子計算機を用いて検索することができるよう体系的に構成したもの（その全部又

は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲

役又は１００万円以下の罰金 

イ その業務に関して知り得た個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図



 

る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金 

ウ その職務を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で個人の秘密に

属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下

の懲役又は５０万円以下の罰金 

③ 過料 

  偽りその他不正の手段により、開示決定に基づく個人情報の開示の規定による開

示を受けた者は、５万円以下の過料 

④ 市外犯及び両罰規定 

 ア 市外犯に対しても罰則を適用する（属地主義を原則としつつも、そこから生じ

る不都合を属人主義を併用することにより実効性を担保する。）。 

イ 両罰規定により行為者個人を処罰するのみならず、これに属する法人（事業者）

自体に対しても罰則規定を設ける。 

⑤ さいたま地方検察庁との事前協議 

  罰則の定めのある個人情報保護条例を制定・改正する場合には、各市町村ごとに

さいたま地方検察庁との協議が求められています。 

 その他改正が必要な条項 

 ① 委託先に関する措置要求（条例第１３条） 

   委託先に地方自治法第２４４条の２第３項に規定する公の施設の指定管理者を含

めること 

② 他の制度との調整（条例第２９条） 

  「法令又は他の条例に自己の個人情報の閲覧若しくは、謄本、抄本その他の写し

の交付、訂正等」に「利用停止」を加える。 

③ 事業者に対する指導等 

事業者に対し、事業者自らが個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措

置を講ずるよう指導等を行うこと 

ア 指導又は助言を行うこと 

イ 説明又は資料の提出を求めること 

ウ 是正勧告すること 

エ 勧告に従わない場合には、公表すること 

オ 弁明の機会を与えること 

  施行までのスケジュール 

以上の３の概要に係る条項を盛り込み素案を作成し、市民参加条例に基づき、審議会



 

の意見の聴取、パブリックコメントなどの市民参加（７月～９月）、罰則規定について検

察庁との協議（９月～１１月）を行い、平成１６年１２月議会に議案を上程し、罰則規

定が含まれることから、市民及び職員に対し、広報、ホームページ、掲示板、庁内通知、

研修などで周知（１月～３月）を行い、平成１７年４月１日から施行する予定です。 


